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（
連
合
会
へ
の
通
知
事
項
）

第
四
条
の
四

法
第
四
条
第
五
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

法
第
三
条
第
三
項
第
七
号
の
三
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
た
規
約
に
つ
い
て
同
条
第
一
項
の
承
認
を
受
け
た
事

業
主
の
名
称
及
び
住
所

二

厚
生
労
働
大
臣
が
法
第
三
条
第
一
項
の
承
認
を
し
た
年
月
日
及
び
そ
の
承
認
を
受
け
た
規
約
に
基
づ
く
企
業

型
年
金
を
実
施
す
る
年
月
日

三

前
二
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
個
人
型
年
金
規
約
で
定
め
る
事
項

特
殊
法
人
等

独
立
行
政
法
人
製
品
評
価
技
術
基
盤
機
構

工
業
標
準
化
法
第
五
十
七
条
の
規
定
に
基

づ
く
登
録
・
計
量
法
第
百
四
十
三
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
く
登
録
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

〔
省

令
〕

〇
確
定
拠
出
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省

令
の
整
備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
省

令
（
厚
生
労
働
一
五
九
）

〔
規

則
〕

〇
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規

則
（
個
人
情
報
保
護
委
三
）

〔
告

示
〕

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
四
八
）

〇
道
路
に
関
す
る
件（
同
一
四
九
、
一
五
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
四
七
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
九
号

確
定
拠
出
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
六
十
六
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
及
び
関
係

法
令
の
規
定
に
基
づ
き
、
確
定
拠
出
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整

備
等
及
び
経
過
措
置
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
八
年
十
月
五
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

確
定
拠
出
年
金
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
等
及
び
経
過
措

置
に
関
す
る
省
令

目
次第

一
章

厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
等
（
第
一
条

第
五
条
）

第
二
章

経
過
措
置
（
第
六
条
・
第
七
条
）

附
則

第
一
章

厚
生
労
働
省
関
係
省
令
の
整
備
等

（
確
定
拠
出
年
金
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

確
定
拠
出
年
金
法
施
行
規
則
（
平
成
十
三
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
七
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

目
次
中
「
第
二
十
二
条
」
の
下
に
「
・
第
二
十
二
条
の
二
」
を
加
え
る
。

第
二
条
第
一
項
中
「
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
」
を
「
第
一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険
者
」
に
改
め
る
。

第
三
条
第
一
項
第
二
号
ロ
中
「
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
」
を
「
第
一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険
者
」
に
改
め
、

同
項
第
三
号
中
「
、
第
七
十
条
第
二
項
第
二
号
」
を
削
り
、
同
項
第
六
号
中
「
厚
生
年
金
保
険
の
被
保
険
者
」を「
第

一
号
等
厚
生
年
金
被
保
険
者
」
に
改
め
る
。

第
四
条
第
一
項
第
一
号
ロ
中
「
個
人
別
管
理
資
産
額
」
の
下
に「（
当
該
企
業
型
年
金
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下

こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
、
同
号
ハ
中
「
、
個
人
別
管
理
資
産
」
の
下
に「（
当
該
企
業
型
年
金
に
係
る
も

の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
加
え
る
。

第
四
条
の
二
の
次
に
次
の
二
条
を
加
え
る
。

（
企
業
型
年
金
規
約
の
閲
覧
）

第
四
条
の
三

企
業
型
年
金
規
約
の
内
容
が
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に

よ
っ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
を
い
う
。
第
二
十
一
条
を
除
き
、
以
下
同
じ
。）に
よ
り
記
録
さ
れ
、
当

該
記
録
が
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
直
ち
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
て

備
え
置
か
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
の
備
置
き
を
も
っ
て
法
第
四
条
第
四
項
の
企
業
型
年
金
規
約
の
備
置
き
に
代

え
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
事
業
主
は
、
当
該
記
録
が
滅
失
し
、
又
は
損
傷
す
る
こ
と
を
防
止

す
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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